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2022年度第３四半期
連結累計期間

2023年度第３四半期
連結累計期間

2022年度

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

経常収益 百万円 95,442 97,431 126,734

経常利益 百万円 16,376 13,138 17,312

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 10,708 10,021 ――

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ―― ―― 9,647

四半期包括利益 百万円 △17,394 19,635 ――

包括利益 百万円 ―― ―― △9,099

純資産額 百万円 399,029 422,974 407,324

総資産額 百万円 12,144,766 12,880,948 12,520,974

１株当たり四半期純利益 円 27.77 26.03 ――

１株当たり当期純利益 円 ―― ―― 25.03

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

円 27.77 26.02 ――

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

円 ―― ―― 25.02

自己資本比率 ％ 3.25 3.25 3.22

2022年度第３四半期
連結会計期間

2023年度第３四半期
連結会計期間

(自　2022年10月１日
　至　2022年12月31日)

(自　2023年10月１日
　至　2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益 円 8.31 8.78

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当行は、役員報酬ＢＩＰ信託による業績連動型株式報酬制度を導入し、当該信託が保有する当行株式を四半

期連結財務諸表において自己株式として計上しております。これに伴い、当該信託が保有する当行株式は、

１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益の算定上、期中平均

株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末非支配株

主持分）を（四半期）期末資産の部合計で除して算出しております。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクの発生や前事業年度

の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

・財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、一部に足踏みが見られるものの、緩やかな回復を続けていま

す。個人消費は、物価上昇の影響を受けつつも、緩やかに持ち直しています。設備投資は、ソフトウェア投資で増加

が見られるものの、持ち直しに足踏みが見られます。輸出は、アジアやアメリカ向けが牽引し、このところ持ち直し

の動きが見られます。

　物価面では、国内企業物価指数は足元で前年同月比横ばい推移となっています。消費者物価指数（生鮮食品を除く

総合）は前年同月比２％台半ばの上昇となり、伸び率の鈍化が見られます。金融面では、無担保コールレートはマイ

ナス金利で推移しています。新発10年物国債利回りは、一時1.0％目前まで上昇しましたが、年末には0.6％台半ばま

で低下しました。対ドル円相場は、151円台後半まで円安が進行したのち反転し、年末には141円台となりました。

　次に北海道経済を見ますと、一部に弱さが見られるものの緩やかに回復しています。住宅投資は減少しています。

設備投資は、持ち直しの動きが見られます。個人消費は、緩やかに増加しています。公共投資は増加しています。観

光関連は、来道者数やインバウンドの回復とともに持ち直しが続いています。雇用情勢は、人手不足感の強まりが続

いています。

　このような経済環境のもと、当第３四半期連結累計期間における経営成績等は、次のとおりとなりました。

①　経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、経常収益は、有価証券利息配当金の増加による資金運

用収益の増加及び株式等売却益の増加によるその他経常収益の増加を主因に前第３四半期連結累計期間比19億円

増加し、974億円となりました。一方、経常費用は、基幹系システム移行に伴う営業経費の増加及び貸倒引当金

繰入額の増加などから前第３四半期連結累計期間比52億円増加し、842億円となりました。

　これらの結果、経常利益は前第３四半期連結累計期間比32億円減少し、131億円となりました。親会社株主に

帰属する四半期純利益は前第３四半期連結累計期間比６億円減少し、100億円となりました。

　なお、セグメントの業績につきましては、銀行業の経常収益は前第３四半期連結累計期間比５億円増加し784

億円、経常利益は同39億円減少し131億円となりました。また、リース業の経常収益は前第３四半期連結累計期

間比６億円増加し176億円、経常利益は同１億円増加し７億円となりました。

②　財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、貸出金は７兆6,448億円と前連結会計年度比587億円

減少いたしました。預金及び譲渡性預金は10兆8,641億円と前連結会計年度比1,389億円減少いたしました。有価

証券は２兆1,180億円と前連結会計年度比5,291億円増加いたしました。債券貸借取引受入担保金は4,990億円と

前連結会計年度比4,896億円増加いたしました。

　これらの結果、総資産は12兆8,809億円と前連結会計年度比3,599億円増加し、負債は12兆4,579億円と同3,443

億円増加、純資産は4,229億円と同156億円増加いたしました。
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種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 51,200 223 － 51,423

当第３四半期連結累計期間 52,124 275 － 52,399

うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 51,797 736 0 52,533

当第３四半期連結累計期間 52,591 727 0 53,317

うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 597 513 0 1,110

当第３四半期連結累計期間 466 451 0 918

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 10,935 96 － 11,032

当第３四半期連結累計期間 10,712 121 － 10,833

うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 20,505 144 － 20,650

当第３四半期連結累計期間 20,720 158 － 20,879

うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 9,570 47 － 9,617

当第３四半期連結累計期間 10,008 37 － 10,045

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 2,586 175 － 2,761

当第３四半期連結累計期間 2,613 △1,934 － 679

うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 18,039 699 － 18,739

当第３四半期連結累計期間 18,365 238 － 18,603

うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 15,453 524 － 15,977

当第３四半期連結累計期間 15,751 2,172 － 17,924

国内・海外別収支

　国内業務部門では、資金運用収支が預け金利息は減少したものの有価証券利息配当金の増加等を主因として前第

３四半期連結累計期間比９億24百万円増加の521億24百万円、役務取引等収支が同２億22百万円減少の107億12百万

円、その他業務収支が同27百万円増加の26億13百万円となりました。

　国際業務部門では、資金運用収支が前第３四半期連結累計期間比51百万円増加の２億75百万円、その他業務収支

が外国為替売買損及び国債等債券売却損の増加等を主因として同21億10百万円減少の△19億34百万円となりまし

た。

　この結果、合計では、資金運用収支が前第３四半期連結累計期間比９億75百万円増加の523億99百万円、役務取

引等収支が同１億98百万円減少の108億33百万円、その他業務収支が同20億82百万円減少の６億79百万円となり、

収支合算では同13億４百万円減少の639億12百万円となりました。

（注）１．当行及び連結子会社は海外拠点を有していないので、「国内・海外別貸出金残高の状況」を除き、以下の各

表とも「国内業務部門」「国際業務部門」に区分して記載しております。なお、「国内業務部門」とは当行

及び連結子会社の円建取引であり、「国際業務部門」とは当行及び連結子会社の外貨建取引であります。た

だし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２．「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合費用を控除して表示しております。

３．相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。
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種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 20,505 144 20,650

当第３四半期連結累計期間 20,720 158 20,879

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 7,980 10 7,991

当第３四半期連結累計期間 8,309 41 8,351

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 4,510 123 4,633

当第３四半期連結累計期間 4,454 106 4,560

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 918 1 919

当第３四半期連結累計期間 1,202 2 1,204

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 4,593 － 4,593

当第３四半期連結累計期間 4,279 － 4,279

うち保護預り・貸金庫業務
前第３四半期連結累計期間 247 － 247

当第３四半期連結累計期間 238 － 238

うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 780 8 788

当第３四半期連結累計期間 694 8 703

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 9,570 47 9,617

当第３四半期連結累計期間 10,008 37 10,045

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 411 29 440

当第３四半期連結累計期間 411 0 411

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 10,310,510 8,425 10,318,935

当第３四半期連結会計期間 10,490,711 7,491 10,498,203

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 8,451,314 － 8,451,314

当第３四半期連結会計期間 8,679,878 － 8,679,878

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 1,831,829 － 1,831,829

当第３四半期連結会計期間 1,765,895 － 1,765,895

うちその他
前第３四半期連結会計期間 27,366 8,425 35,791

当第３四半期連結会計期間 44,938 7,491 52,429

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 303,027 － 303,027

当第３四半期連結会計期間 365,918 － 365,918

総合計
前第３四半期連結会計期間 10,613,537 8,425 10,621,962

当第３四半期連結会計期間 10,856,630 7,491 10,864,122

国内・海外別役務取引の状況

　国内業務部門の役務取引等収益は207億20百万円、役務取引等費用は100億８百万円となりました。

　合計の役務取引等収益は前第３四半期連結累計期間比２億29百万円増加の208億79百万円、役務取引等費用は同

４億27百万円増加の100億45百万円となり、役務取引等収支は同１億98百万円減少の108億33百万円となりました。

国内・海外別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金
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業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内

(除く特別国際金融取引勘定分)
7,852,246 100.00 7,644,850 100.00

製造業 416,707 5.31 392,119 5.13

農業，林業 30,475 0.39 31,832 0.42

漁業 1,558 0.02 1,486 0.02

鉱業，採石業，砂利採取業 4,855 0.06 4,424 0.06

建設業 288,197 3.67 274,893 3.59

電気・ガス・熱供給・水道業 105,131 1.34 110,763 1.45

情報通信業 55,733 0.71 59,716 0.78

運輸業，郵便業 209,425 2.67 186,883 2.44

卸売業，小売業 603,978 7.69 587,596 7.69

金融業，保険業 222,110 2.83 261,035 3.41

不動産業，物品賃貸業 625,587 7.97 630,234 8.24

各種サービス業 580,363 7.39 556,282 7.28

地方公共団体等 2,667,733 33.97 2,401,226 31.41

その他 2,040,387 25.98 2,146,355 28.08

海外及び特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 － － － －

 合計 7,852,246 ―― 7,644,850 ――

国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

（注）　「国内」とは、当行及び連結子会社であります。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約の締結等は行われておりません。
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種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,450,000,000

計 1,450,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2024年２月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 399,060,179 399,060,179

東京証券取引所

(プライム市場)

札幌証券取引所

単元株式数は100株

であります。

計 399,060,179 399,060,179 ―― ――

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年12月31日 － 399,060,179 － 121,101 － 50,001

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容を確認できないため、記載

することができませんので、直前の基準日である2023年９月30日の株主名簿により記載しております。

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － ―― －

議決権制限株式(自己株式等) － ―― －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 12,951,900 ―― －

完全議決権株式(その他) 普通株式 385,956,700 3,859,567 －

単元未満株式 普通株式 151,579 ―― －

発行済株式総数 399,060,179 ―― ――

総株主の議決権 ―― 3,859,567 ――

①【発行済株式】

（注）１．上記の「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,500株（議決権

の数25個）、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式が1,364,100株（議決権の数13,641個）含まれており

ます。なお、当該議決権13,641個は、議決権不行使となっております。

２．上記の「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式が37株、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式が

37株含まれております。

2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 札幌市中央区大通西３丁目

７番地
12,951,900 － 12,951,900 3.24

株式会社北洋銀行

計 ―― 12,951,900 － 12,951,900 3.24

②【自己株式等】

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式1,364,100株は、上記の自己保有株式には含めておりません。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（1982年大蔵省令第10号）に準拠しております。

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自　2023年10月１日　至　

2023年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

現金預け金 2,796,033 2,707,835

コールローン及び買入手形 492 532

買入金銭債権 8,350 8,992

商品有価証券 1,992 1,719

有価証券 ※１,※２ 1,588,951 ※１,※２ 2,118,099

貸出金 ※１ 7,703,573 ※１ 7,644,850

外国為替 ※１ 6,991 ※１ 6,005

リース債権及びリース投資資産 57,203 58,734

その他資産 ※１ 235,340 ※１ 217,723

有形固定資産 72,266 71,240

無形固定資産 21,996 19,569

退職給付に係る資産 764 866

繰延税金資産 943 726

支払承諾見返 ※１ 68,828 ※１ 70,782

貸倒引当金 △42,755 △46,728

資産の部合計 12,520,974 12,880,948

負債の部

預金 10,828,182 10,498,203

譲渡性預金 174,937 365,918

売現先勘定 10,964 －

債券貸借取引受入担保金 9,484 499,089

借用金 941,784 924,862

外国為替 152 235

その他負債 64,790 83,596

賞与引当金 1,516 370

株式給付引当金 155 151

退職給付に係る負債 1,366 1,332

睡眠預金払戻損失引当金 1,149 937

ポイント引当金 364 347

特別法上の引当金 19 19

繰延税金負債 8,143 10,327

再評価に係る繰延税金負債 1,809 1,798

支払承諾 68,828 70,782

負債の部合計 12,113,649 12,457,973

純資産の部

資本金 121,101 121,101

資本剰余金 74,751 74,751

利益剰余金 167,891 174,077

自己株式 △3,800 △3,921

株主資本合計 359,943 366,008

その他有価証券評価差額金 40,209 49,301

土地再評価差額金 3,550 3,526

退職給付に係る調整累計額 △377 △94

その他の包括利益累計額合計 43,382 52,732

新株予約権 28 28

非支配株主持分 3,970 4,205

純資産の部合計 407,324 422,974

負債及び純資産の部合計 12,520,974 12,880,948

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

経常収益 95,442 97,431

資金運用収益 52,533 53,317

（うち貸出金利息） 43,064 43,384

（うち有価証券利息配当金） 7,282 8,738

役務取引等収益 20,650 20,879

その他業務収益 18,739 18,603

その他経常収益 ※１ 3,519 ※１ 4,630

経常費用 79,065 84,293

資金調達費用 1,110 918

（うち預金利息） 90 132

役務取引等費用 9,617 10,045

その他業務費用 15,977 17,924

営業経費 48,321 50,206

その他経常費用 ※２ 4,039 ※２ 5,198

経常利益 16,376 13,138

特別利益 25 129

固定資産処分益 25 129

特別損失 232 354

固定資産処分損 142 337

減損損失 90 17

税金等調整前四半期純利益 16,168 12,912

法人税、住民税及び事業税 4,739 4,151

法人税等調整額 1,205 △1,181

法人税等合計 5,944 2,970

四半期純利益 10,224 9,941

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △484 △80

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,708 10,021

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

四半期純利益 10,224 9,941

その他の包括利益 △27,618 9,693

その他有価証券評価差額金 △27,609 9,410

退職給付に係る調整額 △8 283

四半期包括利益 △17,394 19,635

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △17,079 19,396

非支配株主に係る四半期包括利益 △314 238

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（追加情報）

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

　当行は、取締役（社外取締役及び国外居住者を除く。以下同じ。）の報酬と、当行の業績及び株主価値との連

動性をより明確にし、当行の中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的に、取締役

に対して役員報酬ＢＩＰ信託による業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入しておりま

す。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じております。

（1）取引の概要

　本制度は、当行が拠出する金銭を原資として、当行株式が信託を通じて取得され、当行があらかじめ制定

した株式交付規程に基づき、取締役に対し役位及び業績目標の達成度に応じて毎年一定のポイントを付与

し、退任時に累積ポイントに応じた当行株式及び当行株式の換価処分金相当額の金銭を信託を通じて交付及

び給付する制度です。

（2）信託に残存する当行の株式

　信託に残存する当行株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部にお

いて自己株式として計上しており、当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末268百万円、

955千株、当第３四半期連結会計期間末388百万円、1,364千株であります。

（新型コロナウイルス感染症等による影響）

　新型コロナウイルス感染症等の影響に関する仮定について、前連結会計年度の有価証券報告書における（重要

な会計上の見積り）に記載した内容から重要な変更はありません。

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2023年12月31日）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 35,735百万円 40,491百万円

危険債権額 33,023百万円 35,439百万円

三月以上延滞債権額 585百万円 175百万円

貸出条件緩和債権額 17,227百万円 13,701百万円

合計額 86,571百万円 89,807百万円

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2023年12月31日）

98,323百万円 90,955百万円

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権

は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証してい

るものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出

金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記

されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）で

あります。

　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

※２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額
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　前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年12月31日）

株式等売却益 2,036百万円 3,114百万円

　前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年12月31日）

貸倒引当金繰入額 3,121百万円 4,307百万円

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

　前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年12月31日）

減価償却費 5,020百万円 7,287百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,948 5.00 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金

2022年11月11日

取締役会
普通株式 1,930 5.00 2022年９月30日 2022年12月２日 利益剰余金

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,930 5.00 2023年３月31日 2023年６月28日 利益剰余金

2023年11月13日

取締役会
普通株式 1,930 5.00 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

（注）１．2022年６月28日定時株主総会の決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対

する配当金５百万円が含まれております。

２．2022年11月11日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対する配

当金４百万円が含まれております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

１．配当金支払額

（注）１．2023年６月27日定時株主総会の決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対

する配当金４百万円が含まれております。

２．2023年11月13日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対する配

当金６百万円が含まれております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書

計上額銀行業 リース業 計

役務取引等収益 17,663 － 17,663 2,732 20,396 － 20,396

預金・貸出業務 6,717 － 6,717 1,021 7,738 － 7,738

為替業務 4,633 － 4,633 － 4,633 － 4,633

代理業務 4,471 － 4,471 121 4,593 － 4,593

その他 1,841 － 1,841 1,589 3,430 － 3,430

その他業務収益 － 238 238 － 238 － 238

その他経常収益 55 0 55 65 121 － 121

顧客との契約から生じる

経常収益
17,719 238 17,958 2,797 20,756 － 20,756

上記以外の経常収益 57,764 16,474 74,238 447 74,686 △0 74,685

外部顧客に対する経常収益 75,484 16,712 92,197 3,245 95,442 △0 95,442

セグメント間の内部経常収益 2,401 281 2,683 2,078 4,761 △4,761 －

 計 77,886 16,994 94,880 5,323 100,204 △4,762 95,442

セグメント利益 17,137 586 17,723 345 18,068 △1,692 16,376

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業を含んでおりま

す。

３．上記以外の経常収益には、主に次の取引が含まれております。

(1）「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）の範囲に含まれる金融商品に係

る取引

(2）「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）の範囲に含まれるリース取引

(3）金融商品の組成又は取得に際して受け取る手数料

４．外部顧客に対する経常収益の調整額△0百万円は、貸倒引当金戻入益の調整であります。

５．セグメント利益の調整額△1,692百万円には、セグメント間取引消去等が含まれております。

６．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「銀行業」セグメントにおいて、稼働資産（土地、建物等）及び遊休資産（土地、建物等）について減損損失を計

上しております。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、90百万円であります。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書

計上額銀行業 リース業 計

役務取引等収益 17,347 － 17,347 3,254 20,602 － 20,602

預金・貸出業務 6,940 － 6,940 1,132 8,073 － 8,073

為替業務 4,560 － 4,560 － 4,560 － 4,560

代理業務 4,171 － 4,171 107 4,279 － 4,279

その他 1,674 － 1,674 2,013 3,688 － 3,688

その他業務収益 － 251 251 － 251 － 251

その他経常収益 63 0 63 60 124 － 124

顧客との契約から生じる

経常収益
17,411 251 17,662 3,315 20,977 － 20,977

上記以外の経常収益 59,023 17,113 76,137 445 76,583 △129 76,453

外部顧客に対する経常収益 76,434 17,365 93,800 3,760 97,560 △129 97,431

セグメント間の内部経常収益 1,982 274 2,256 2,118 4,375 △4,375 －

 計 78,417 17,639 96,056 5,879 101,935 △4,504 97,431

セグメント利益 13,139 756 13,896 474 14,370 △1,232 13,138

当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業を含んでおりま

す。

３．上記以外の経常収益には、主に次の取引が含まれております。

(1）「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）の範囲に含まれる金融商品に係

る取引

(2）「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）の範囲に含まれるリース取引

(3）金融商品の組成又は取得に際して受け取る手数料

４．外部顧客に対する経常収益の調整額△129百万円は、貸倒引当金戻入益の調整であります。

５．セグメント利益の調整額△1,232百万円には、セグメント間取引消去等が含まれております。

６．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「銀行業」セグメントにおいて、稼働資産（土地、建物等）及び遊休資産（土地、建物等）について減損損失を計

上しております。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、17百万円であります。
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取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 33,691 126,457 92,765

債券 1,350,687 1,322,664 △28,022

国債 427,951 405,503 △22,448

地方債 578,739 574,709 △4,029

短期社債 4,999 4,999 △0

社債 338,996 337,452 △1,544

その他 132,071 126,492 △5,579

外国債券 55,314 50,013 △5,300

その他 76,757 76,478 △279

合計 1,516,450 1,575,614 59,163

取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 33,404 147,312 113,907

債券 1,873,401 1,833,842 △39,558

国債 622,845 591,457 △31,388

地方債 815,195 810,236 △4,959

短期社債 4,998 4,996 △2

社債 430,361 427,152 △3,209

その他 125,637 123,284 △2,352

外国債券 39,582 35,908 △3,674

その他 86,054 87,376 1,322

 合計 2,032,443 2,104,440 71,997

（有価証券関係）

※１．企業集団の事業の運営において重要なものであるため、記載しております。

※２．四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。

その他有価証券

前連結会計年度（2023年３月31日）

当第３四半期連結会計期間（2023年12月31日）

（注）その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回

復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借

対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処理（以

下、「減損処理」という。）しております。

　前連結会計年度における減損処理額は117百万円（うち、社債117百万円）であります。

　当第３四半期連結累計期間における減損処理額は０百万円（うち、社債０百万円）であります。

　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価より30％以上下落した場合として

おり、その銘柄すべてについて減損処理の対象としております。
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区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ － － －

為替予約 189,150 202 202

通貨オプション 90,975 △33 233

その他 － － －

合計 ── 169 436

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ － － －

為替予約 213,951 1,919 1,919

通貨オプション 84,966 △7 214

その他 － － －

合計 ── 1,911 2,133

（デリバティブ取引関係）

　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。

通貨関連取引

前連結会計年度（2023年３月31日）

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

当第３四半期連結会計期間（2023年12月31日）

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 前第３四半期連結累計期間
　（自　2022年４月１日
　　至　2022年12月31日）

 当第３四半期連結累計期間
　（自　2023年４月１日
　　至　2023年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 円 27.77 26.03

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 10,708 10,021

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に

帰属する四半期純利益
百万円 10,708 10,021

普通株式の期中平均株式数 株 385,493,655 384,951,476

(2）潜在株式調整後１株当たり

　　四半期純利益
円 27.77 26.02

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する

四半期純利益調整額
百万円 － －

普通株式増加数 株 89,071 79,152

うち新株予約権 株 89,071 79,152

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度

末から重要な変動があったものの概要

―― ――

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

次のとおりであります。

（注）当行は、役員報酬ＢＩＰ信託を導入しており、当該信託が保有する当行株式を１株当たり四半期純利益及び

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め

ております。控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間1,010,032株、当第３四半

期連結累計期間1,156,709株であります。

２【その他】

中間配当

 2023年11月13日開催の取締役会において、第168期の中間配当につき次のとおり決議しました。

 中間配当金額　　　　　　　　　　 1,930百万円

 １株当たりの中間配当金　　　　　 ５円00銭

（注）中間配当金額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対する配当金６百万円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2024年２月８日

株式会社北洋銀行

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

札幌事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森 本 　 洋 平

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 新 村 　 久

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社北洋銀

行の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社北洋銀行及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当行（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当行代表取締役頭取　安田光春は、当行の第168期第３四半期（自　2023年10月１日　至　2023年12月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　確認に当たり、特記すべき事項はありません。


